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第三者委員会の設置について 

１ 設置日   

令和８年９月１７日（木） 

  ※契約日と同日 

  ※所要見込額：部課長会   ４４，０００千円（委員見積り） 

         海外活動   ６６，１１０千円（同   上） 

 

２ 委員氏名 

（１）部課長会に関する第三者委員会 

伊藤 巧示 （いとう こうじ）    弁護士  

千綿 俊一郎（ちわた しゅんいちろう）弁護士 

小川 剛  （おがわ ごう）     弁護士 

田中 祥太郎（たなか しょうたろう） 弁護士 

永長 寿美子（ながおさ すみこ）   弁護士 ※全員、福岡県弁護士会所属 

（２）海外活動に関する第三者委員会 

大神 昌憲 （おおがみ まさのり）  弁護士 

本岡 大祐 （もとおか だいすけ）  弁護士 

染谷 翼  （そめや つばさ）    弁護士 

光山 夏貴 （みつやま なつき）   弁護士 

樋口 雄一 （ひぐち ゆういち）   弁護士 ※全員、福岡県弁護士会所属 

 

３ 各第三者委員会の要綱 

別添のとおり 

 

○海外活動に関すること 
国際政策課 
直通：092-643-3214 
内線：２５５２ 
担当：藤木 

○部課長会に関すること 
内部統制室 
直通：092-643-3082 
内線：２１７３ 
担当：武下 黒石 

部課長会および海外活動に関する第三者委員会について、それぞれ弁護士と契約

締結の上、設置されました。 

★報道機関の皆さまへ 

※ １７日１４時に各委員会による記者会見が開催されますのでお知らせします。 

（場所：福岡県弁護士会 ３０１会議室） 

※ 委員への個別の接触については、ご遠慮ください。 



福岡県部課長会に関する第三者調査実施要綱 

 

（目的） 

第１条 この要綱は、本庁各部の幹部職員で構成される任意の親睦団体である部課長会に

おいて、県議会議員が主催する政治資金パーティー券購入に係る補助や購入代金の取り

まとめ、県議会議員が出席する会合等への参加費に対する補助等が行われていたこと

（以下「本件事案」という。）について、公正かつ中立で客観的な観点から調査、認

定、評価及び再発防止策の検討（以下「調査等」という。）を福岡県が委託した第三者

委員（以下「委員」という。）により行うために必要な事項を定めるものとする。 

 

（委員の調査事項等） 

第２条 委員は、次に掲げる事項を行う。 

（１）本件事案の経緯、関係法令への適合性の調査等 

（２）前号に関する報告書の作成 

（３）前号の報告書に関する記者会見の開催 

（４）前各号に関連する事項その他委員が必要と認める事項 

 

（実施方法） 

第３条 調査等は５名の委員により行うものとする。 

２ 委員は、その補助者として、必要な範囲で調査員を選任することができる。 

３ 本要綱に基づき選任される調査員の総数は、５名を上限とする。 

４ 委員は、委員間において、調査等のために必要な調整を行うことができる。 

５ 委員は、協議により調査等のために必要な合議体（以下「合議体」という。）を設け

ることができる。この場合において、委員は、互選により委員長を選任するものとす

る。 

６ 委員長は、合議体を統轄し、会務を処理する。 

７ 前２項に定めるもののほか、合議体の運営に関し必要な事項は、委員長が別に定め

る。 

 

（委員の選定等） 

第４条 委員の選定は、福岡県弁護士会から推薦を受けた者のうちから行うものとする。 

２ 知事は、調査等の実施に当たり、委員と個別に委託契約を締結するものとする。 

３ 委託契約の期間は、当該契約の締結の日から令和９年３月３１日までとする。 

４ 委員が欠員となったときは、第１項に準じて補欠委員を選定し、その任期は、前任者

の残任期間とする。 

 

（意見の聴取） 

第５条 委員は、本件事案の調査等のため必要があると認めるときは、本件事案の関係者

に対し、次の各号に掲げる事項について協力を求めることができる。 



（１）事実関係、意見の聴取 

（２）資料等の提出 

（３）合議体への出席 

（４）その他委員が必要と認める事項 

 

（調査等の結果報告） 

第６条 委員は、第２条第１号及び第４号に規定する事項について結果を得たときは、同

条第２号の報告書を作成し、これを知事に提出するものとする。 

 

（遵守事項） 

第７条 委員及び調査員は、その調査等において関係者のプライバシーの保護を徹底し、

関係者が不利益な取扱いを受けないよう、最大限配慮しなければならない。 

２ 委員及び調査員は、調査等に関し、知り得た秘密を漏らしてはならない。委託契約の

期間が終了した後も、同様とする。 

 

（庶務） 

第８条 調査等の庶務（取材対応等を含む。）は、原則として委員において処理する。 

 

（補足） 

第９条 この要綱に定めるもののほか、委員の調査等に関し必要な事項は、委員と協議の

上、知事が別に定める。 

 

附 則 

この要綱は、令和８年９月１４日から施行する。 



福岡県海外活動に関する第三者調査実施要綱 

 

（目的） 

第１条 この要綱は、令和３年４月１日から令和８年５月３１日までに実施された、知

事又は副知事を団長とした訪問団による海外活動及び県議会における海外活動（以下

「本件事案」という。）について、公正かつ中立で客観的な観点から調査、認定、評

価及び改善策の検討（以下「調査等」という。）を福岡県が委託した第三者委員（以

下「委員」という。）により行うため必要な事項を定めるものとする。 

 

（委員の調査事項等） 

第２条 委員は、次に掲げる事項を行う。 

（１）本件事案に支出した費用の妥当性及び本件事案の目的と費用との関連性並びに知

事又は副知事を団長とした訪問団による海外活動の実施の必要性の調査等 

（２）前号に関する報告書の作成 

（３）前号の報告書に関する記者会見の開催 

（４）前各号に関連する事項その他委員が必要と認める事項 

 

（実施方法） 

第３条 調査等は５名の委員により行うものとする。 

２ 委員は、その補助者として、必要な範囲で調査員を選任することができる。 

３ 調査員の人数は委員一人につき１名を上限とし、委員が選任する。 

４ 委員は、委員間において、調査等のために必要な調整を行うことができる。 

５ 委員は、協議により調査等のために必要な合議体（以下「合議体」という。）を設

けることができる。この場合において、委員は、互選により委員長を選任するものと

する。 

６ 委員長は、合議体を統轄し、会務を処理する。 

７ 前２項に定めるもののほか、合議体の運営に関し必要な事項は、委員長が別に定め

る。 

 

（委員の選定等） 

第４条 委員の選定は、福岡県弁護士会から推薦を受けた者のうちから行うものとす

る。 

２ 知事は、調査等の実施に当たり、委員と個別に委託契約を締結するものとする。 

３ 委託契約の期間は、当該契約の締結の日から令和９年３月３１日までとする。 

４ 委員が欠員となったときは、第１項に準じて補欠委員を選定し、その任期は、前任

者の残任期間とする。 

 

（意見の聴取） 



第５条 委員は、本件事案の調査等のため必要があると認めるときは、本件事案の関係

者に対し、次の各号に掲げる事項について協力を求めることができる。 

（１）事実関係、意見の聴取 

（２）資料等の提出 

（３）合議体への出席 

（４）その他委員が必要と認める事項 

 

（調査等の結果報告） 

第６条 委員は、第２条第１号及び第４号に規定する事項について結果を得たときは、

同条第２号の報告書を作成し、これを知事に提出するものとする。 

 

（遵守事項） 

第７条 委員及び調査員は、その調査等において関係者のプライバシーの保護を徹底

し、関係者が不利益な取扱いを受けないよう、最大限配慮しなければならない。 

２ 委員及び調査員は、調査等に関し、知り得た秘密を漏らしてはならない。委託契約

の期間が終了した後も、また同様とする。 

 

（庶務） 

第８条 調査等の庶務（取材対応等を含む。）は、原則として委員において処理する。 

 

（補足） 

第９条 この要綱に定めるもののほか、委員の調査等に関し必要な事項は、委員と協議

の上、知事が別に定める。 

 

附 則 

この要綱は、令和８年９月１０日から施行する。 


